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事　務　執　行　概　要
動物愛護畜産課
平成28年度　事業別最終予算額及び決算額（又は決算見込額）　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業名
	最終予算額
	決算額又は
（決算見込額）
	グループ名

	【動物の愛護と適正管理】
・動物愛護管理事業
・動物愛護管理センター（仮称）整備事業
	　
89,341
699,396
	
71,864
640,787
	動物愛護グループ
総務・企画グループ

	【畜産業の振興】
・畜産振興事業
・家畜保健衛生事業
	
　4,112
37,966
	　
3,548
35,982
	畜産衛生グループ　

	【野生鳥獣の保護・管理】
・野生動物対策事業費
	
　41,338
	　
38,754
	野生動物グループ


総務・企画グループ
１　庶務事務について
　　課の一般庶務事項を掌るとともに、課内の諸給与、課の物品購入管理事務、課業務の連絡調整等に関する事務を行い事務事業の適正な執行に努めた。

２　企画調整事務について
　　課の企画関係全般（議会、国家要望、施策評価、各種調査照会、広報・広聴他）について、課内、部内及び庁内の調整を行い、迅速な事務処理に努めた。

３　動物愛護管理センターの整備
　　狂犬病予防対策など公衆衛生の向上を中心とした動物衛生行政から、動物とのふれあいを通じてや
さしい心を育み、命の尊さを学ぶなど動物愛護の普及啓発を中心とした動物愛護管理行政に転換を図るための拠点施設として、また、狂犬病を含む動物由来感染症に対する予防対策を行うとともに、危機事象発生時には、被災動物の救護施設と位置づけるなど、府民の安心安全の基盤づくりを担う施設として、動物愛護管理センター（以下「動愛センター」という。）を整備する。
平成28年度は、動愛センター整備に向け工事等を行った。

動物愛護管理センター（仮称）整備事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	予　算　額
	１６３，１３７
	１９５，９２４
	７１４，０８２

	決　算　額
	４０，７４３
	１８９，７３２
	６４０，７８７



動物愛護グループ

1 犬猫その他愛護動物・動物取扱業などに関する苦情・相談
（単位：千円）　　
	年 度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	当初予算額
	0
	0
	0
	7,034
	7,034

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	731
	731


	
	決算額
	0
	0

	0
	5,342
	5,342

	２８
	当初予算額
	0
	0
	0
	7,039
	7,039

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	639
	639


	
	決算額
	0
	0

	0
	4,478
	4,478




犬猫その他愛護動物、動物取扱業に関する府民からの苦情や相談について、府内関係機関と調整を行い、円滑な対応を図った。
※　愛護動物：牛、馬、豚、めん羊、やぎ、犬、猫、いえうさぎ、鶏、いえばと、あひる
その他、人が飼っている哺乳類、鳥類、爬虫類
（動物の愛護及び管理に関する法律第44条第４項）


・犬に関する苦情相談及び捕獲依頼等受付件数
	受付場所
	動物愛護畜産課・動物管理指導所及び分室

	内　　　　　　容
	飼い犬の引取相談
	所有者不明犬の引取相談
	浮浪犬捕獲要請
	負傷犬収容依頼
	犬による環境被害に係る苦情
	犬の飼い方に関すること
	行方不明犬の照会・返還
	犬の譲渡に関すること
	遺棄虐待に関すること
	咬傷事故に関すること
	放し飼いに関すること
	その他
	
合　　　　計


	件　数
	421
	61
	181
	23
	365
	163
	1,774
	979
	66
	257
	105
	437
	4,832



・猫に関する苦情相談受付数
	受付場所
	動物愛護畜産課・動物管理指導所及び分室

	内　　　容
	飼猫の引取り相談
	所有者不明猫の引取り相談
	猫の捕獲に関すること
	負傷猫に関すること
	猫による環境被害に係る苦情
	猫の飼い方に関すること
	行方不明猫の照会返還問合せ
	猫の譲渡に関すること
	遺棄虐待に関すること
	野良猫の餌やりに関すること
	地域ねこに関すること
	その他
	合　　　　　計

	件数
	235
	1,377
	183
	377
	1,112
	96
	1,189
	287
	85
	243
	76
	378
	5,638




・その他愛護動物に関する苦情･相談件数
	受付場所
	動物愛護畜産課・動物管理指導所及び分室

	内容
	環境被害に係る苦情
	遺棄虐待に関すること
	負傷動物に関すること
	引取りに関すること
	譲渡に関すること
	行方不明動物の照会　返還に関すること
	特定動物に関すること
	その他
	合　　計

	件数
	34
	6
	23
	118
	23
	159
	38
	71
	472














　　　※「特定動物に関するもの」は、申請等にかかる相談件数を含む。








・動物取り扱業に関すること、動物愛護管理行政関係に係る苦情相談　
	受付場所
	動物愛護畜産課・動物管理指導所及び分室

	内　容
	動物取扱業に関すること
	その他

	
	環境被害苦情
	遺棄虐待
	無登録販売
	販売苦情に関すること
	登録手続きに関すること
	その他
	合計
	関係法令
	技術協力
	多頭飼育（取扱業除く）
	他機関紹介（取扱業除く）
	その他
	合計

	件数
	 33
	7
	16
	60
	422
	790
	1,328
	54
	18
	14
	306
	96
	488



２　狂犬病予防及び動物愛護啓発事業
狂犬病予防及び犬の適正な飼養について府民の関心と理解を深めるため、リーフレットやホームページ等により普及啓発を行った。
（単位：千円）　　
	年 度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	当初予算額
	0
	0
	0
	676
	676

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0


	
	決算額
	0
	0

	0
	474
	474

	２８
	当初予算額
	0
	0
	0
	670
	670

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0


	
	決算額
	0
	0

	0
	417
	417



　　　ア　小学生向け（犬による危害防止及び動物愛護普及啓発用）
 Ａ４判リーフレット　  ３８，０００部　　　　　　
　　　　　イ  犬の飼養者向け（適正飼養普及啓発用）
　　　　      Ａ５版リーフレット　１４７，３２０部
　　　　　ウ　その他啓発リーフレット
　　　　　　　Ａ４判リーフレット　  ３０００部
３　犬猫その他愛護動物の引取り・負傷動物の収容
（単位：千円）　　
	年 度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	当初予算額
	0
	0
	61,908
	▲46,527
	15,381

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0


	
	決算額
	0
	0

	60,294
	▲50,533
	9,761

	２８
	当初予算額
	0
	0
	54,926
	▲40,944
	13,982

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0


	
	決算額
	0
	0

	52,746
	▲43,454
	9,292



動物の愛護及び管理に関する法律第３５条の規定に基づき、動物管理指導所・４分室において犬及び猫の引取り業務を行った。
また、動物の愛護及び管理に関する法律第３６条の規定に基づき、公共の場所において負傷している犬及び猫の収容、治療業務を行った。
大阪府動物の愛護及び管理に関する条例第１０条の規定に基づき、動物愛護畜産課において、
やむを得ない理由により飼えなくなった動物（犬及び猫以外の哺乳類、鳥類及びは虫類）の引取りを行った。
（1） 犬の引取り状況 　＊「４狂犬病及び飼い犬の管理に関する事業」に記載
犬の引取り業務に伴う手数料収入
	
	件　　数
	金　　額(円)

	犬引取手数料
	34
	168,000

	犬返還弁償金
	34
	132,600

	犬飼養弁償金
	110
	27,500

	犬狂犬病予防注射手数料
	0
	0



（２）猫の引き取り処分状況
	
	所有者あり
	所有者不明
	
計
(頭)

	
	成猫
	子猫
	成猫
	子猫
	

	
	件数
	頭数
	件数
	頭数
	頭数
	頭数
	

	動物管理指導所
	0
	0
	０
	０
	0
	5
	5

	４分室　　　　計
	15　
	48
	　7
	27
	  6
	533
	614

	計
	15
	48
	　7
	27
	  6
	538
	619

	

	（中核市受託分）
	
	5
	
	0
	1
	72
	78

	 府　域　計
	
	53
	
	27
	7
	610
	697


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊所有者あり件数は、引取申請数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊成子猫同時引取りは、それぞれに件数を計上（3件）
猫の引取り業務に伴う手数料収入
	
	件　　数
	金　　額（円）

	猫引取手数料
	19
	154,000

	猫返還弁償金
	3
	11,700

	猫飼養弁償金
	10
	2,500


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊返還は負傷猫含む

（３)引取りした猫の処分、返還状況
	
	譲渡
	安楽死処分
	死亡
	合計

	
	成猫
	子猫
	計
	成猫
	子猫
	計
	成猫
	子猫
	計
	成猫
	子猫
	計

	動物管理指導所
	0
	0
	0
	37
	433
	470
	0
	2
	2
	37
	435
	472

	分室計
	0
	0
	0
	7
	80
	87
	1
	20
	21
	8
	100
	108

	一時保護センター
	6
	32
	38
	1
	0
	1
	0
	0
	0
	7
	32
	39

	計
	6
	32
	38
	45
	513
	558
	1
	22
	23
	52
	567
	619

	

	（中核市受託分）
	1
	6
	7
	5
	65
	70
	0
	1
	1
	6
	72
	78

	府域計
	7
	38
	45
	  50
	578
	628
	1
	23
	24
	58
	639
	697



	返還した猫
	合計
	延べ飼養日数

	動物管理指導所
	0
	0

	分　　　室　　計
	1
	6

	計
	1
	6

	（中核市受託分）
	0
	

	府域計
	1
	



                               　　　　　　　　　　　　　　　 
（４）その他愛護動物の引取り
（単位：頭、匹、羽）
	
	ウサギ
	モルモット
	その他の
	ニワトリ
	その他の
	カメ
	その他の
	合計

	
	
	
	哺乳類
	
	鳥類
	
	は虫類
	

	動物愛護グループ
	13
	1
	0
	33
	0
	2
	0
	49



その他愛護動物の引取り業務に伴う手数料収入
	
	件　　数
	金　　額（円）

	その他動物引取手数料
	12
	137,200

	その他動物返還弁償金
	0
	0

	その他動物飼養弁償金
	0
	0


※	　引取り手数料：動物種にかかわらず１頭（匹・羽）　2,800円
（５）負傷動物（猫、その他動物）の収容状況及び処分、返還状況
　　　　　　　　　　　　　　　＊負傷犬は、「４狂犬病及び飼い犬の管理に関する事業」に記載

	収容場所
	負　傷　猫
	負傷　　　その他動物
	計
（頭）

	
	成　猫
	子　猫
	
	

	動物管理指導所
	0
	0
	０
	0

	４分室　　　　計
	115
	106
	０
	221

	一時保護センター
	0
	0
	2
	2

	計
	115
	106
	2
	223

	

	（中核市受託分）
	1
	6
	0
	7

	府域計
	116
	112
	2
	230



　　
	
	譲　渡
	安楽死処分
	死亡

	
	成猫
	子猫
	その他動物
	成猫
	子猫
	その他動物
	成猫
	子猫
	その他動物

	動物管理指導所
	0
	0
	0
	19
	26
	0
	1
	0
	0

	分室計
	0
	0
	0
	19
	43
	0
	74
	30
	0

	一時保護センター
	1
	7
	0
	0
	0
	2
	0
	0
	0

	計
	1
	7
	0
	38
	69
	2
	75
	30
	0

	

	（中核市受託分）
	0
	1
	0
	1
	5
	0
	0
	0
	０

	府域計
	1
	8
	0
	39
	74
	0
	75
	30
	０



	返還負傷動物
	成猫
	子猫
	その他動物

	
	頭数
	延べ飼養
日数
	頭数
	延べ飼養
日数
	頭数
	延べ飼養
日数

	動物管理指導所
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	分　　　室　　計
	2
	4
	0
	0
	0
	0

	一時保護センター
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	計
	2
	4
	0
	0
	0
	0

	

	（中核市受託分）
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	府　域　計
	2
	4
	0
	0
	0
	0


４　狂犬病予防及び飼い犬の管理に関する事業
（単位：千円）　　
	年 度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	当初予算額
	0
	0
	2
	20,289
	20,291

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	1,770
	1,770


	
	決算額
	0
	0

	0
	15,719
	15,719

	２８
	当初予算額
	0
	0
	0
	23,602
	23,602

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	1,841
	1,841


	
	決算額
	0
	0

	0
	17,115
	17,115


動物管理指導所及分室(箕面、四條畷、藤井寺及び泉佐野)において、係留されていない犬の捕獲を実施することにより、人に対する危害の防止に努めた。また、飼い犬の放し飼いや飼い犬による咬傷事故、その他糞による被害等、犬の飼い主のモラル低下に伴う問題が多発しており、これらの問題を解決するため、関係機関との連携の下、犬の飼い主に対して大阪府動物の愛護及び管理に関する条例の趣旨を徹底させるとともに、モラルの向上に努めた。

（１）抑留・返還・処分の状況
	

抑留犬（頭）
	捕獲犬
(狂犬病予防法・動物愛護条例)
	引取犬(動物愛護法)
	負傷犬　　(動物愛護法)
	成犬　計
	子犬　計
	合計

	
	成　　　犬
	子　　　犬
	
	所有者あり
	所有者　不明
	計
	成　犬
	子　犬
	計
	
	
	

	
	
	
	計
	うち薬物掃討
	うち麻酔銃・麻酔薬による捕獲
	成犬
	子犬
	成犬
	子犬
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	成　犬
	子　犬
	
	件　数
	頭　数
	件　数
	頭　数
	頭　数
	頭　数
	
	
	
	
	
	
	

	動物管理  指導所
	0
	0
	0
	0
	0
	０
	1
	１
	0
	0
	0
	0
	1
	0
	0
	0
	1
	0
	1

	４分室 計
	59
	21
	80
	0
	0
	７
	31
	56
	3
	8
	46
	4
	114
	7
	0
	7
	168
	33
	201

	計
	59
	21
	80
	0
	0
	７
	32
	57
	3
	8
	46
	4
	115
	7
	0
	7
	169
	33
	202

	
	
	

	(中核市　　受託分)
	5
	0
	5
	
	
	
	
	7
	
	0
	9
	0
	16
	0
	0
	 0
	21
	0
	21

	府　域　計
	 64
	21
	85
	0
	0
	７
	
	64
	
	8
	55
	4
	131
	7
	0
	7
	190
	33
	223


　　　　　　　＊所有者あり件数は、引取申請数。成子犬同時引取りは、それぞれに件数を計上（1件）
                                　　　　　　　　　＊この他、熊本震災被災犬の収容協力1頭あり。

（２）抑留犬の返還状況
	返還した犬
	合計
	延べ飼養日数

	動物管理指導所
	0
	0

	分　　　室　　計
	34
	110

	計
	34
	110

	

	（中核市受託分）
	0
	

	府域計
	34
	



（３）抑留犬の処分状況
	
	譲渡
	安楽死処分
	死亡
	合計

	
	成犬
	子犬
	計
	成犬
	子犬
	計
	成犬
	子犬
	計
	成犬
	子犬
	計

	動物管理指導所
	14
	26
	40
	39
	3
	42
	0
	0
	0
	53　
	29
	82

	分室計
	65
	0
	65
	0
	0
	0
	9
	1
	10
	74
	1
	75

	計
	79
	26
	105
	39
	3
	42
	9
	1
	10
	127
	30
	157

	

	（中核市受託分）
	11
	0
	11
	8
	0
	8
	0
	0
	0
	19
	0
	19

	府域計
	90
	26
	116
	47
	3
	50
	9
	1
	10
	146
	30
	176


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊熊本震災による被災犬の譲渡を含む









５　犬の適正飼養普及啓発事業
（単位：千円）　　
	年 度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	当初予算額
	0
	0
	0
	508
	508

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0


	
	決算額
	0
	0

	0
	207
	207

	２８
	当初予算額
	0
	0
	0
	499
	499

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0


	
	決算額
	0
	0

	0
	219
	219



動物愛護精神の高揚及び動物の適正飼養の普及啓発を図るため、関係団体等の協力を得て、飼い犬のしつけ教室を実施した。
	開催場所
	開催日
	参加延べ人数

	大阪府環境プラザ
	平成28年8月27日（土）
	10名

	四條畷市立
グリーンホール田原
	平成28年10月29日（土）
平成28年10月30日（日）
	34名

	コミュニティセンター
萱野小会館
	平成28年11月12日（土）
平成28年11月13日（日）
	59名

	大阪府立大学
りんくうキャンパス
	平成29年 2月11日（土）
平成29年 2月12日（日）
	76名

	大阪狭山市市役所
	平成29年2月25日（土）
平成29年2月26日（日）
	49名

	はびきのコロセアム
	平成29年3月11日（土）
	16名

	計
	244名


６　動物取扱業の規制に関する事務
（単位：千円）　　
	年 度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	当初予算額
	0
	0
	7,543
	▲895
	6,648

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	741
	741


	
	決算額
	0
	0

	7,169
	▲3,852
	3,317

	２８
	当初予算額
	0
	0
	15,037
	▲5,607
	9,430

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	1,223
	1,223


	
	決算額
	0
	0

	12,806
	▲8,163
	4,643




（１）　動物取扱業の登録〔平成18年6月1日：施行〕（大阪市及び堺市を除く）
　　　動物の愛護及び管理に関する法律第１０条に基づく動物取扱業の登録、同法第１３条に基づく登録の更新、同法第１４条に基づく変更の届出、同法第１６条に基づく廃業等の届出、同法第１７条に基づく登録の抹消及び同法施行規則第２条第７項による登録証の再交付事務を行った。


（ア）動物取扱業登録件数
	年度
	新　規
事業所
登録数
	業　種
追　加
登録数
	年度末
事業所
登録数
	年度末
業種別
登録数
	業種別登録数の内訳
	手数料収入

	
	
	
	
	
	販売
	保管
	貸出
	訓練
	展示
	その他
	

	２６
	204
	16
	1,747
	2,342
	106
	111
	3
	19
	17
	0
	3,450,000円

	２７
	225
	7
	1,840
	2,467
	98
	145
	5
	18
	34
	2
	4,005,000円

	２８
	204
	16
	1,840
	2,445
	90
	128
	3
	19
	22
	5
	3,652,500円


※　登録手数料　１５，０００円（１業種）　　７，５００円（２業種目以上。ただし、1業種目と同時登録でない場合は１５，０００円）           

（イ）動物取扱業登録更新件数
	年度
	事業所
登　録
更新数
	業種別件数
	業種別登録数の内訳
	手数料収入

	
	
	
	販売
	保管
	貸出
	訓練
	展示
	

	２６
	98
	130
	49
	58
	2
	17
	4
	1,482,000円

	２７
	82
	104
	31
	57
	1
	11
	4
	1,209,000円

	２８
	478
	639
	244
	316
	13
	55
	11
	7,260,500円


※　登録更新手数料　１３，０００円（１業種）　　６，５００円（２業種目以上。ただし、1業種目と同時登録でない場合は１３，０００円）

（ウ）動物取扱業変更届出件数
	年度
	施設別
届出数
	業種別
件　数
	業　種　別　件　数　の　内　訳

	
	
	
	氏名等
	事業所
名　称
	取　扱
責任者
	動物種等
	施　設
規模等
	役　員
氏名等
	その他

	２６
	１８０
	２６２
	５６
	１８
	１２９
	２８
	２８
	６２
	３８

	２７
	２４６
	３６９
	６１
	３０
	２０５
	３０
	２０
	３５
	７３

	２８
	１６５
	３１２
	６９
	１５
	１４９
	２４
	３１
	５９
	４８



（エ）廃業届出件数
	年度
	施設数
	業　種　別　件　数

	
	
	販売
	保管
	貸出し
	訓練
	展示
	その他

	２６
	１３１
	８２
	５１
	６
	３
	１６
	０

	２７
	１１３
	６２
	５３
	２
	１３
	１３
	１

	２８
	１４４
	７９
	７５
	５
	１１
	１４
	０



（オ）廃止抹消件数
	年度
	施設数
	業　種　別　件　数

	
	
	販売
	保管
	貸出し
	訓練
	展示

	２６
	３９
	３０
	１４
	１
	１
	１

	２７
	３４
	２３
	１４
	０
	１
	０

	２８
	８５
	６１
	３５
	２
	９
	２



（カ）動物取扱業登録証の再交付件数
	年度
	登録証の再交付件数
	手数料収入

	２６
	２４件
	40,800円

	２７
	４３件
	73,100円

	２８
	２２件
	37,400円


※再交付手数料　１，７００円（１件）

（２）　動物取扱責任者研修会の開催
動物取扱業の各事業所において、その業務に従事する者の監督や新しい飼い主への動物の適正飼養を指導するため、動物の愛護及び管理に関する法律第２２条及び同法施行規則第１０条に基づき、研修会を実施した。
	年度
	研修会実施回数
	受講者数
	受講負担金徴収額

	２６
	８回
	１，５４０人
	1,848,000円

	２７
	８回
	１，５６８人
	1,881,600円

	２８
	９回
	１，５４５人
	1,854,000円


　　　　※１，２００円（受講手数料：受講者全員対象）
７　特定動物の飼養又は保管の許可に関する事務
（単位：千円）　　
	年 度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	当初予算額
	0
	0
	502
	▲502
	0

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0


	
	決算額
	0
	0

	296
	▲296
	0

	２８
	当初予算額
	0
	0
	346
	▲346
	0

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0


	
	決算額
	0
	0

	268
	▲268
	0




　　動物の愛護及び管理に関する法律第２６条に基づく特定動物の許可、同法第２８条に基づく変更許可、同法施行規則第１６第１項に基づく廃止の届出事務を行った。（大阪市及び堺市を除く）。
	年　度
	区　分
	許　　　　　　　可　　　　　　　件　　　　　　　数
	手数料収入

	
	
	霊長目
	食肉目
	たか目
	長鼻目
	偶蹄目
	かめ目
	とかげ目
	ワニ目
	合 計
	

	２６
	許　可
	１
	３
	０
	０
	０
	９
	３
	３
	１９
	330,000円

	
	変　更
	１
	０
	０
	０
	０
	２
	４
	３
	１０
	120,000円

	
	廃　止
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	－

	２７
	許　可
	１
	３
	０
	１
	２
	１
	６
	３
	１７
	280,000円

	
	変　更
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	１
	１
	16,000円

	
	廃　止
	１
	０
	２
	０
	０
	２
	２
	０
	７
	－

	２８
	許　可
	３
	０
	１
	０
	０
	５
	１
	２
	１２
	220,000円

	
	変　更
	０
	０
	０
	０
	１
	２
	０
	０
	３
	48,000円

	
	廃　止
	０
	１
	０
	１
	１
	１
	０
	０
	４
	－


※許可手数料　２０，０００円（１種類）　　１０，０００円（２種類目以上。ただし、1種類目と同時許可でない場合は２０，０００円）  
変更許可手数料　１６，０００円（１種類）　　８，０００円（２種類目以上。ただし、1種類目と同時許可でない場合は１６，０００円）


８  動物由来感染症対策
（単位：千円）　　
	年 度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	当初予算額
	0
	0
	0
	164
	164

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0


	
	決算額
	0
	0

	0
	49
	49

	２８
	当初予算額
	0
	0
	0
	156
	156

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0


	
	決算額
	0
	0

	0
	0
	0



 動物由来感染症の疫学調査

（１）アライグマの日本紅斑熱感染実態調査
日本紅斑熱はRickettsia japonica(以下R.japonica)による動物由来感染症で、マダニ媒介性リケッチア感染症である。
府域で捕獲されたアライグマのR.japonicaの抗体保有状況を調べることで、野生動物のR.japonica感染実態を推測し、本病の感染対策に資することを目的とする。

・実施期間　平成２８年５月～平成２９年３月
・実施対象　府内の市町村で捕獲され、大阪府動物一時保護センター（高槻市）、家畜保健衛生所（泉佐野市）及び南部支援施設（羽曳野市）に搬入されたアライグマ
・実施結果　採取されたアライグマの血液１２２検体（動物一時保護センター搬入３８頭、家畜保健衛生所搬入４０頭、南部支援施設搬入４４頭）を間接蛍光抗体法を用いて検査した結果、４頭で陽性であった。

（２）犬の狂犬病モニタリング
厚生労働省から各自治体狂犬病主管部局に監視体制を強化するよう協力依頼があり（平成26年8月4日）、疑い事例とは別に、症状の有無を問わず、収容動物等について狂犬病でないことを積極的に確認することとした。

・実施期間　平成２８年５月～平成２９年３月
・実施対象　政令指定都市及び中核市を除く府内全域で動物管理指導所及び分室に抑留、引取り又は収容された犬のうち、抑留期間中に死亡又は譲渡不適となった犬。

・実施結果　採取された犬の中枢神経組織６検体をRT-PCRによる遺伝子検査を行った結果、
全て陰性であった。

９　動物愛護啓発事業
（単位：千円）　　
	年 度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	当初予算額
	0
	0
	0
	324
	324

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	205
	205


	
	決算額
	0
	0

	0
	97
	97

	２８
	当初予算額
	0
	0
	0
	324
	324

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	160
	160


	
	決算額
	0
	0

	0
	97
	97



動物の愛護と適正飼養について関心と理解を深めてもらうため、動物愛護週間事業等の開催や、
ポスターの作成･配布、ホームページの充実等を通じて啓発を行った。

(1)　動物愛護週間事業
	事業名
	大阪動物愛護フェスティバル２０１６ in　大阪市中央公会堂＆大阪城公園

	開催日
	平成２８年９月２４日（土）
	平成２８年１１月１３日（日）

	開催場所
	大阪市中央公会堂
	大阪城公園　太陽の広場

	参加者数
	約５４０人
	約２，０００人


　　
(2)　啓発資料等の作成
　〇終生飼養の推進を目的としたポスターの作成
　　　・テーマ　　：「愛情と責任は最後まで」
　　　・配布枚数　：１，８００部（Ａ３版）
　　　　・主な配布先：大阪府警察本部及び府内各警察署、府営公園、府内小学校、
大阪府動物愛護推進員、大阪府動物愛護推進協議会参加団体、
府民情報プラザ等出先機関
　　〇小学４年生を対象とした適正飼養啓発リーフレットの作成
・テーマ　　：「どうぶつとたのしくくらすこと」
　　　・配布枚数　：３８，０００部（Ａ３版二つ折り）
　　　　・主な配布先： 大阪府内公立小学校（政令・中核市除く）
　　〇犬を飼う際のルールやマナーを啓発するリーフレットの作成
・テーマ　　：「犬の飼い主の皆様へ（愛犬とのより良い生活のために）」
　　　・配布枚数　：１４７，３２０部（Ａ４版二つ折り）
　　　　・主な配布先： 府内各市町村、府内動物取扱業者




10　大阪府動物愛護推進協議会及び大阪府動物愛護推進員
（単位：千円）　　
	年 度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	当初予算額
	0
	0
	0
	2,246
	2,246

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0
0

	
	決算額
	0
	0

	0
	352
	352

	２８
	当初予算額
	0
	0
	0
	5,430
	5,430

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0
0

	
	決算額
	0
	0

	0
	1,250
	1,250




動物愛護の推進が図られるよう、動物愛護について造詣の深い団体等を構成員として設置した「大阪府動物愛護推進協議会」の会議を開催、運営を行うとともに、委嘱をしている大阪府動物愛護推進員に対して研修会を開催し、推進員の資質の向上に努めた。
 (1)　大阪府動物愛護推進協議会
ア　会議の開催　　第２９回　平成２８年　７月　６日（水）
　　　　　　　　　　　 第３０回　平成２８年１０月３１日（月）

イ　構成メンバー　  大阪府、大阪府教育委員会事務局、
（高槻市、東大阪市、豊中市、枚方市）※第２９回まで
公立大学法人大阪府立大学
　　　　　　　　　　　 大阪府市長会、大阪府町村長会
公益社団法人大阪府獣医師会、
公益社団法人日本動物福祉協会南大阪支部、
公益社団法人日本愛玩動物協会大阪府支部、動物愛護推進員

(2) 大阪府動物愛護推進員
ア　研修会の開催　　　平成２９年　３月１４日（火）
イ　委嘱者数　　　  ６６名 (平成２９年３月３１日現在)　 








11　大阪府動物一時保護センターの運営
（単位：千円）　　
	年 度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	当初予算額
	0
	0
	0
	15,000
	15,000

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0


	
	決算額
	0
	0

	0
	15,000
	15,000

	２８
	当初予算額
	0
	0
	0
	15,000
	15,000

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0


	
	決算額
	0
	0

	0
	15,000
	15,000



動物の愛護及び管理に関する法律第３５条に基づく猫の引取り、同法第３６条の規定に基づく道路等で負傷し所有者が判明しない動物（犬を除く）の収容及び大阪府動物の愛護及び管理に関する条例第９条の規定に基づいて引き取った動物等について、民間委託により一時保護等を行った。
(1) 場所	高槻市大字出灰小字梅ノ木原４
(2) 施設運営	大阪府森林組合に委託（委託料：１５，０００千円）
(3) 収容及び処分等の実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：頭、匹、羽）
《参考》　道路等で負傷し所有者が判明しない犬については、動物管理指導所分室で収容保護等を実施。
	年度
	動　物　種
	年度当初
収容数
	収容
	譲渡
	放鳥・放獣等
	死亡・処分
	収容中
（年度末）

	２６
	猫
	19
	64
	68
	0
	10
	5

	
	アライグマ
	0
	344
	0
	0
	344
	0

	
	その他の
哺乳類
	20
	67
	24
	0
	54
	9

	
	鳥類
	0
	42
	2
	1
	39
	0

	
	は虫類
	0
	27
	6
	2
	19
	0

	
	合計
	39
	544
	100
	3
	466
	14

	２７
	猫
	5
	56
	46
	0
	10
	5

	
	アライグマ
	0
	144
	0
	0
	144
	0

	
	その他の
哺乳類
	9
	25
	19
	0
	9
	6

	
	鳥類
	0
	36
	3
	0
	29
	4

	
	は虫類
	0
	25
	4
	1
	19
	1

	
	合計
	14
	286
	72
	1
	211
	16

	２８
	猫
	6
	51
	54
	0
	1
	2

	
	アライグマ
	0
	274
	0
	0
	274
	0

	
	その他の
哺乳類
	6
	72
	11
	0
	58
	9

	
	鳥類
	4
	49
	3
	0
	48
	2

	
	は虫類
	1
	31
	3
	4
	24
	1

	
	合計
	16
	470
	63
	4
	405
	14




12　所有者不明の犬、猫等の動物の死体処理費交付金
（単位：千円）　　
	年 度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	当初予算額
	0
	0
	0
	5,163
	5,163

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0


	
	決算額
	0
	0

	0
	5,157
	5,157

	２８
	当初予算額
	0
	0
	0
	4,905
	4,905

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0


	
	決算額
	0
	0

	0
	4,899
	4,899



　　動物の愛護及び管理に関する法律第３６条第２項の規定に基づく、道路等で発見された動物の死体（所有者の判明しないもの）の収容については、大阪府環境農林水産行政事務に係る事務処理の特例に関する条例第２４条の規定により、市町村（政令市及び中核市を除く）に権限を移譲しており、これに要する経費として、当該市町村に対して、所有者不明の犬、猫等の動物の死体処理費交付金を交付した。

 　 交付金交付実績
	年　　度
	交付対象市町村数
	　交付総額

	２６
	３７
	５，３１６，３００円

	２７
	３７
	５，１５７，２００円

	２８
	３７
	４，８９８，６００円











畜産衛生グループ

１　畜産振興総合対策事業について　
（単位：千円）
	年 度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２６
	予算額
	156
	0
	671
	2,514
	3,341

	
	うち予算執行機関配当額
	80
	0
	47
	627
	754

	
	決算額
	61
	0

	449
	1,599
	2,109

	２７
	予算額
	154
	0
	754
	2,754
	3,662

	
	うち予算執行機関配当額
	70
	0
	47
	581
	698


	
	決算額
	53
	0

	421
	2,454
	2,300

	２８
	予算額
	154
	0
	686
	3,349
	4,189

	
	うち予算執行機関配当額
	79
	0
	46
	741
	866


	
	決算額
	46
	0

	225
	2,411
	2,682


　特定財源：独立行政法人農畜産業振興機構業務受託金
　　　　　　　地方競馬全国協会受託金
　　　　　　　家畜商免許手数料
　　　　　　　蜜蜂転飼許可手数料　　　　　　　　
　根拠法令等：酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律、飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律、家畜改良増殖法、大阪府家畜改良増殖対策事業補助金交付要綱、大阪府生乳乳製品流通対策事業補助金交付要綱、養鶏振興法、牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法、養蜂振興法、大阪府蜜蜂の飼育の規制に関する条例、家畜商法、家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律、肉用子牛生産安定等特別措置法、畜産物の価格安定に関する法律

（１）受託事務事業について　
　　肉用牛の合理的な生産と経営の安定及び肉用牛生産の振興を図るため、独立行政法人農畜産業振興機構からの受託事業を実施した。

（２）大家畜経営振興事業について
①家畜改良増殖対策事業
　　　大阪畜産農業協同組合が、府内中核酪農家の乳用牛について、飼養管理事項、乳成分等を調査分析し、優良雌牛の選抜確保とその能力に応じた利用及び効率的な飼養管理の改善を指導する事業に対し助成した。
　　　補助金交付先：大阪畜産農業協同組合


（単位：千円）
	年度
	２６
	２７
	２８

	補助金額
	420
	420
	420



②生乳乳製品流通対策推進事業　
需要に即した生乳の計画的生産の円滑な推進を図るとともに、新しい乳成分取引の推進・定着化及び乳質の向上を図るため、大阪畜産農業協同組合に対し、生乳計画生産指導、実態調査等の経費について助成した。
補助金交付先：大阪畜産農業協同組合
（単位：千円）
	年度
	２６
	２７
	２８

	補助金額
	100
	100
	100



③肉用子牛価格安定対策事業　
　　  　(一社)大阪府畜産会が実施する肉用子牛生産者補給金制度に係る生産者積立金の一部助成を行うとともに、独立行政法人農畜産業振興機構からの事務を受託し、事業の推進を図った。

　生産者積立補助額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：頭、円）
	　　　　　　　　　　年　　　　度
品　　　　種
	２６
	２７
	２８

	黒毛和種
	登録頭数
	16
	10
	14

	
	生産者積立金額
	35,200
	20,000
	16,800

	
	補助額
	8,800
	5,000
	4,200

	乳用種
	登録頭数
	37
	3
	3

	
	生産者積立金額
	469,900
	31,800
	19,200

	
	補助額
	117,475
	7,950
	4,800

	交雑種
	登録頭数
	6
	9
	7

	
	生産者積立金額
	30,000
	37,200
	16,800

	
	補助額
	7,500
	9,300
	4,200

	計
	登録頭数
	59
	22
	24

	
	生産者積立金額
	535,100
	89,000
	52,800

	
	補助額
	※0(113,775))
	※0(22,250)
	※0(13,200)


※　第2業務対象年間（平成7～11年度）において、国の設定した基金造成額に対し価格差補てん実績が下回ったため積立金残が生じ、このうち府積立部分から平成12年度以降府分積立金に充当した。
また、府積立部分について、第6業務対象年間（平成27～31年度）における必要額を積立てている。
なお、当事業は四半期毎に対象年齢に達した登録肉用子牛頭数に対し次四半期に積み立てるものであることから、頭数については前年度１月から当年度１２月までの登録頭数、金額については事業年度に積立または補助を行った額としている。

④家畜商免許等事務事業
家畜取引の公正を図るため、次のとおり家畜商免許証等の交付事務を行った。

  家畜商免許証交付状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件、円）
	年度
	２６
	２７
	２８

	交　　付
	3
	5
	3

	書換交付
	1
	2
	0

	再交付
	0
	0
	0

	取　　消
	0
	0
	3

	計
	4
	7
	6

	手数料収入
	5,800
	10,300
	5,400



⑤家畜市場の登録事務
　    大阪版地方分権推進制度実施要綱に基づき、家畜市場の登録事務を委譲した市町村に対し交付金を交付した。
　（単位：市町村数、千円）
	年度
	２６
	２７
	２８

	委譲市町村数
	－
	３
	９※

	交付金額
	－
	１７３
	４２６

	家畜市場登録件数
	－
	０
	０


　　※権限市町村：寝屋川市、箕面市、島本町、泉佐野市、泉南市、阪南市、熊取町、田尻町、岬町

（３）中小家畜経営振興事業について
①鶏卵生産出荷調整指導事業
鶏卵経営の安定を図るため、需要に見合った鶏卵の計画的な生産の指導を行うとともに、事業の一部について大阪府養鶏協会に委託していたが、平成28年度から委託業務を廃止した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年度
	２６
	２７
	２８

	委託金額
	159
	42
	－



②養鶏振興法に係る事務　
養鶏振興法に基づき、ふ化業者の登録を行った。　　　　　　　　　　　　　
（単位：件、円）
	年度
	２６
	２７
	２８


	件　　　　数
	0
	1
	0

	手数料収入
	0
	8,100
	0




　    また、大阪版地方分権推進制度実施要綱に基づき、ふ化業者の登録事務を委譲した市町村に対し交付金を交付した。
　（単位：市町村数、千円）
	年度
	２６
	２７
	２８

	委譲市町村数
	－
	３
	９※

	交付金額
	－
	２４５
	５７０

	ふ化業者登録件数
	－
	０
	０


　　※権限市町村：寝屋川市、箕面市、島本町、泉佐野市、泉南市、阪南市、熊取町、田尻町、岬町

③養蜂安定推進事業
府内の蜜源に見合った蜜蜂の適正な配置を推進し、養蜂業の健全な発展を図るため、蜜蜂の転飼許可証を交付するとともに、関係者による養蜂連絡会議を開催し蜜蜂飼育状況についての情報共有を行った。

転飼の許可申請及び許可証の交付状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件、群、円）

	

区　分
	法に基づく転飼
	条例に基づく転飼
	計

	
	26
	27
	28
	26
	27
	28
	26
	27
	28

	許可申請件数
	7
	7
	6
	27
	37
	27
	34
	44
	33

	許可申請ほう群数
	285
	279
	270
	753
	821
	522
	1038
	1100
	792

	許可件数
	7
	7
	6
	27
	37
	27
	34
	44
	33

	許可ほう群数
	285
	279
	270
	753
	821
	522
	1038
	1100
	792

	手数料収入
	15,250
	14,350
	13,000
	52,900
	72,550
	46,100
	68,150
	86,900
	59,100















（４）飼料総合対策推進事業について　
①飼料安全性確保対策事業
飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律に基づき、飼料関係届出の確認、相談及び受付事務を行った。
　飼料関係進達及び受理状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　（単位：件）
	年度
項目
	２６
	２７
	２８

	飼料製造業者届
	新　規
	6
	4
	9

	
	変　更
	23
	15
	14

	
	廃　止
	3
	1
	3

	
	計
	32
	20
	26

	飼料添加物製造業者届
	新　規
	0
	2
	1

	
	変　更
	5
	9
	5

	
	廃　止
	0
	3
	1

	
	計
	5
	14
	7

	飼料輸入業者届
	新　規
	3
	4
	4

	
	変　更
	19
	17
	23

	
	廃　止
	0
	1
	0

	
	計
	22
	22
	27

	飼料添加物輸入業者届
	新　規
	0
	1
	1

	
	変　更
	8
	8
	16

	
	廃　止
	0
	0
	0

	
	計
	8
	9
	17

	

飼料販売業者届
	新　規
	8
	4
	12

	
	変　更
	39
	38
	43

	
	廃　止
	5
	3
	4

	
	計
	52
	45
	59

	飼料添加物販売業者届
	新　規
	1
	1
	3

	
	変　更
	18
	7
	20

	
	廃　止
	1
	2
	1

	
	計
	20
	10
	24

	計
	新　規
	18
	16
	30

	
	変　更
	112
	94
	121

	
	廃　止
	9
	10
	9

	
	計
	139
	120
	160



  　　②自給飼料推進事業
飼料自給率の向上を図るため、畜産農家等に対して流通粗飼料調査およびエコフィード使用状況調査を実施し、自給飼料増産の指導を行った。

（５）畜産環境保全対策事業について
①環境保全型畜産確立対策推進事業
　　　家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律に基づき、畜産農家へ立入調査を実施するとともに、畜産経営に係る環境汚染の現状を的確に把握するため、府内全域で実態調査を実施し、市町村・農業団体等に対する総合的な指導を行い、畜産経営の環境保全の推進に努めた。
また、(一社)大阪府畜産会に委託して畜産環境保全推進事業を実施し、堆肥共励会の開催や家畜堆肥利用マニュアルを作成・配布し、家畜堆肥の利活用促進を図った。
委託先：（一社）大阪府畜産会　　委託事業名：畜産環境保全推進事業

　　                                                        　　　　　　 （単位：千円）
	年　度
	２６
	２７
	２８

	委　託　金　額
	300
	300
	300



３　家畜保健衛生所運営事業について
（単位：千円）
	年　度
	
	財源内訳
	合　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２６
	予算額
	0
	0
	113
	16,476
	16,589

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	15
	16,196
	16,211

	
	決算額
	0
	0
	3
	150
	153

	２７
	予算額
	0
	0
	70
	16,374
	16,444

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	65
	15,995
	16,060

	
	決算額
	0
	0
	7
	291
	298

	２８
	予算額
	0
	0
	38
	16,272
	16,310

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	19
	15,898
	15,917

	
	決算額
	0
	0
	0
	318
	318


　　  特定財源：家畜人工授精師免許申請等手数料
　　  根拠法令等：家畜保健衛生所法、家畜改良増殖法

家畜衛生の向上を図り、畜産振興に資するため、家畜保健衛生所法に基づき、家畜保健衛生所を設置している。家畜保健衛生所業務が円滑にできる環境を確保するため、維持管理に係る経費を家畜保健衛生所に配当している。





 (１)家畜人工授精
家畜人工授精師免許証の交付等の業務を実施した。
（単位：件、円）
	年度
	２６

	２７

	２８

	家畜人工授精師免許証　交付
　　　　〃　　　　　書換交付
　　　　〃　　　　　再交付
家畜人工授精所　　　　許可
	２
0
0
0
	１
0
0
１
	4
1
0
0

	手数料収入
	3,600
	7,500
	8,900



	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                    
４　家畜伝染病予防事業について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年  度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２６
	予算額
	7,103
	0
	3,524
	2,806
	13,433

	
	うち予算執行機関配当額
	6,482
	0
	3,382
	3,257
	13,121

	
	決算額
	197
	0
	0
	0
	197

	２７
	予算額
	7,972
	0
	2,813
	2,995
	13,780

	
	うち予算執行機関配当額
	6,244
	0
	2,813
	2,875
	11,932

	
	決算額
	188
	0
	0
	4
	192

	２８
	予算額
	7,902
	0
	3,005
	2,686
	13,593

	
	うち予算執行機関配当額
	6,129
	0
	2,723
	2,849
	11,701

	
	決算額
	181
	0
	0
	0
	181


　　特定財源：家畜検査等手数料、根拠法令等：家畜伝染病予防法

（１）家畜伝染病予防事業  
家畜伝染病予防法に基づく監視伝染病について、家畜保健衛生所が、結核病、ブルセラ病、ヨーネ病等の検査、炭疽、豚丹毒等の予防注射等を実施した。

（２）動物由来感染症防疫対策事業
　　動物由来感染症対策委員会の開催がなくなり、健康医療部が計画する新体制の構築に協力するとともに、毎月、サーベイランス結果をとりまとめ、課ホームページに掲載した。






５　家畜衛生対策事業について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              　　　　　　　　　（単位：千円）
	年  度
	
	財源内訳
	合  計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２６
	予算額
	3,972
	0
	2,109
	2,600
	8,681

	
	うち予算執行機関配当額
	3,580
	0
	０

	4,474
	8,054

	
	決算額
	146
	0
	2,088
	△1,838
	396

	２７
	予算額
	3,603
	0
	2,071
	2,966
	8,640

	
	うち予算執行機関配当額
	3,419
	0
	０

	3,579
	6,998

	
	決算額
	132
	0
	2,185
	△1,156
	1,161

	２８
	予算額
	3,258
	0
	2,597
	2,420
	8,275

	
	うち予算執行機関配当額
	3,038
	0
	0
	3,199
	6,237

	
	決算額
	130
	0
	2,567
	△1,069
	1,628


　　　特定財源：動物用医薬品販売許可申請等手数料
　　  根拠法令等：家畜伝染病予防法、医薬品医療機器等法（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律）、獣医師法、獣医療法、消費・安全対策交付金実施要領　
　　家畜保健衛生所が中心となって、府民に安心できる畜産物を供給するとともに、畜産農家の経営安定等を図るため、各事業を行った。
　
(１)監視危機管理体制整備対策事業について
①監視危機管理体制整備対策事業について
ア．家畜伝染病防疫対応強化
　　 　 　鳥インフルエンザに関する特定家畜伝染病指針及び大阪府の防疫対策要領の周知を図り、防疫体制を強化するため府推進会議等を開催した。
　　　　　　高病原性鳥インフルエンザ防疫対策連絡会議他　６回
イ．家畜衛生関連情報整備対策
家畜衛生関連情報について、四半期ごとに国に報告するとともに、家畜保健衛生所が迅速な情報提供のため、家畜保健衛生所情報等を発行した。
ウ．診断予防技術向上対策
家畜保健衛生所が、監視伝染病の適切かつ迅速な診断方法を確立するための調査を実施した。
エ．まん延防止対策
　　　　　家畜保健衛生所とともに、家畜伝染病発生時の体制を整備するため、防疫演習を開催した。
（口蹄疫または高病原性及び低病原性鳥インフルエンザ防疫机上及び実地演習　５回）
　　　オ．病性鑑定ネットワーク
　　　　　大阪府が事務局として、近畿ブロック病性鑑定ネットワーク協議会を開催するとともに、専門技術研修会や勉強会を開催した。
　　　　　　　専門技術研修会　１回
カ．動物用医薬品危機管理対策
家畜保健衛生所が、動物用医薬品の適正な製造販売及び使用を図るため、動物用医薬品使用実態調査、薬剤感受性検査を実施した。

②ＢＳＥ検査・清浄化推進事業
　　　家畜保健衛生所が、４８月齢以上の死亡牛の全頭についてＢＳＥ検査を実施した。

(２)生産性向上対策事業について
家畜保健衛生所が、家畜の生産性阻害要因を検索するための調査を実施するとともに、生産性阻害要因の防除による生産性の向上を図るための指導及び対策を実施した。また、調査及び検査の結果等をもとに講習会等を開催した。

(３)畜産物等安全性確保対策事業について
ア．畜産物生産衛生管理体制整備
家畜保健衛生所が、安全な畜産物の生産衛生管理体制を整備するため、ＨＡＣＣＰ導入に向けて危害因子となる病原体の浸潤状況調査を実施するとともに、ＨＡＣＣＰの啓発を行った。
イ．鶏卵衛生管理体制整備
家畜保健衛生所が、採卵養鶏農家等における衛生管理の向上を図るため、サルモネラの汚染状況調査及び衛生指導を実施した。
ウ．動物由来感染症監視体制整備
家畜保健衛生所が、動物由来感染症について監視を強化するため、府内畜産農家を対象に大腸菌Ｏ１５７やサルモネラ等の浸潤状況調査を実施した。

(４)薬事監視業務受託事業
　　動物用医薬品の品質、有効性及び安全性を確保するため、製造販売業等の監視業務（農林水産省より受託）を行った。

動物用医薬品の抜き取り
	年度
	２６
	２７
	２８

	検定ロット数
	５
	６
	４




(５)販売許可審査等事業
　　 動物用医薬品販売業等について、医薬品医療機器等法に基づき許可審査等を行った。
動物用医薬品販売業の許可状況　              　　　　　　　　　　　　　（単位：件、円）
	年度
	２６
	２７
	２８


	動物用医薬品店舗販売業　許可
　　　　　　　　　　　　許可更新
　　　　　　　　　　　　許可証書換交付
　　　　　　　　　　　　許可証再交付
動物用医薬品卸売販売業　許可
　　　　　　　　　　　　許可更新
　　　　　　　　　　　　許可証書換交付
　　　　　　　　　　　　許可証再交付
動物用医薬品特例店舗販売業 許可
　　　　　　　　　　　　許可更新
　　　　　　　　　　　　許可証書換交付
　　　　　　　　　　　　許可証再交付
動物用高度管理医療機器販売・貸与業
　　　　　　　　　　　　許可
　　　　　　　　　　　　許可更新
　　　　　　　　　　　　許可証書換交付
販売従事登録　　      　登録
                        再交付
                        書換交付
	12
0
1
0
13
9
3
0
14
23
15
0

13
2
1
23
1
0
	8
1
0
0
5
11
11
0
24
21
6
0

8
7
4
56
0
0
	5
8
0
0
9
19
6
0
26
25
28
2

6
15
4
58
0
1

	手数料収入
	2,088,200
	2,184,600
	2,566,600



 (６)適正獣医療確保事業
　　 法に基づく飼育動物開設届等を受理するとともに、関係法の遵守についての指導を行った。
　　 大阪版地方分権推進制度実施要綱に基づき獣医療業務を移譲した市町村に対し、交付金を交付し
た。　      　　　　　交付先：大阪市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年度
	２６

	２７
	２８

	交付額
	154

	229

	196



また、大阪版地方分権推進制度実施要綱に基づき、獣医師法に基づく獣医師の届出業務を移譲した市町村に対し交付金を交付した。
　（単位：市町村数、千円）
	年度
	２６
	２７
	２８

	移譲市町村数
	－
	8
	15※

	交付金額
	－
	653
	982


※移譲市町村：泉佐野市、寝屋川市、河内長野市、箕面市、高石市、島本町、太子町、河南町、
泉大津市、泉南市、阪南市、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町

（７）検査機器整備事業
家畜伝染病発生時等に迅速な防疫措置を行うため、効率的な作業が可能な機器の整備を図った。



野生動物グループ

１　鳥獣保護管理事業について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年　　度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２６
	予　算　額
	0
	0
	0
	21,215
	21,215

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	7,359
	7,359

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	11,661
	11,661

	２７
	予　算　額
	22,560
	0
	0
	21,022
	43,582

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	7,309
	7,309

	
	決　算　額
	9,131
	0
	0
	12,269
	21,400

	２８
	予　算　額
	14,497
	0
	0
	21,580
	36,077

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	6,918
	6,918

	
	決　算　額
	14,487
	0
	0
	12,455
	26,942


　根拠法令等：鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律

（１）野生鳥獣の保護管理
　　　　平成24年3月に策定した第11次大阪府鳥獣保護管理事業計画（法改正に伴い、平成27年5月29日付けで変更）に基づき、人と野生鳥獣との適切な関係の構築、生物多様性の保全を基本として野生鳥獣の保護管理を実施した。
　　　　　※第11次大阪府鳥獣保護管理事業計画（平成24年4月1日～平成29年3月31日）

（２）第二種特定鳥獣（シカ、イノシシ）管理計画の実施
平成27年5月に策定した大阪府シカ管理計画（第3期）及び大阪府イノシシ管理計画（第2期）に基づき、シカ・イノシシによる農林業被害の軽減と長期にわたる安定的な共存を図るため、狩猟や有害鳥獣捕獲、農林業被害防除対策など総合的な対策を推進した。
　※大阪府シカ第二種鳥獣管理計画（第3期）（平成27年5月29日～平成29年3月31日）
※大阪府イノシシ第二種鳥獣管理計画（第2期）（平成27年5月29日～平成29年3月31日）
　　　　　（法改正に伴い、平成27年5月29日付けで旧計画を変更して策定）

（３）鳥獣保護区、特定猟具使用禁止区域等の指定
野生鳥獣の保護繁殖及び狩猟による危険防止を図るため、鳥獣保護区及び特定猟具使用禁止区
域（銃）を次のとおり指定等した。




鳥獣保護区特別保護地区
	年　度
	名称
	指定・変更・更新の別
	面積

	２４
	箕面勝尾寺
	指定
	70ha


平成２８年度末現在　１箇所　　70ha

鳥獣保護区
	年　度
	名称
	指定・変更・更新の別
	面積

	２６
	紀泉高原
	変更・更新
	305ha

	２７
	妙見山、男里川河口
	更新
	419ha


平成２８年度末現在　１８箇所　　12,914ha

特定猟具使用禁止区域（銃）
	年　度
	名称
	指定・変更・更新の別
	面積

	２６
	宿野北　　　他　２カ所
	指定・更新
	2,252ha

	２７
	清渓見山　　他　７カ所
	更新
	8,877ha

	２８
	大東　　　　他　８カ所
	更新・変更
	4,748ha


平成２８年度末現在　７５箇所　　121,208ha

（４）鳥獣保護事業
　　ア　野生鳥獣の救護体制の充実を図るため、府内の獣医師会の協力を得て、野生鳥獣救護ドクタ
ーを指定するとともに、傷病野生鳥獣保護飼養ボランティア制度を実施した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（単位：人）
	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	ドクター数
	１０４
	９７
	９２

	ボランティア数
	　５６
	５８
	５９

	救護鳥獣数
	６３１
	６４７
	６３２



　　　イ　鳥獣保護区等の管理、鳥獣保護思想の普及、法令違反などの取締りや指導を推進するため、
鳥獣保護管理員を指定した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：人）
	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	鳥獣保護管理員
	４３
	４３
	４３









２　狩猟の適正化事業について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年　　度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２６
	予　算　額
	0
	0
	4,305
	△1,145
	3,160

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	決　算　額
	0
	0
	4,235
	△1,197
	3,038

	２７
	予　算　額
	0
	0
	8,504
	△419
	8,085

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	決　算　額
	0
	0
	7,909
	△216
	7,693

	２８
	予　算　額
	0
	0
	5,190
	△428
	4,762

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	決　算　額
	0
	0
	4,937
	△329
	4,608



（１）猟政事務　　　　　　　　　　　　　
ア　狩猟者に狩猟免許試験（初心者は適性・知識及び技能試験、更新者は適性検査及び講習）を行
った。

	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	試験日
	26.7.5～26.11.8
内計4日
	27.7.4～27.11.14
内計12日
	27.7.2～27.11.12
内計5日

	場　所
	大阪府社会福祉会館
	大阪府社会福祉会館
	大阪府社会福祉会館

	申請者
	641人
	1,862人
	855人



イ　狩猟者に対する狩猟者登録証の交付事務を行うほか、学術研究の目的や公益上必要と認められる目的等による鳥獣の捕獲に対し、特別許可を行った。
なお、有害鳥獣の捕獲等の許可に関する事務及び愛がんのための飼養等の登録に関する事務については、平成１９年度から各市町村に（大阪市へは平成２０年度から）事務移譲している。

狩猟者登録者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：人）
	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	人　数
	901
	899
	868



特別捕獲許可件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：件）
	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	学術研究　　
	 25
	20
	20

	愛がん飼養　
	  0
	0
	0

	公益上必要と認められるもの　
	239
	231
	259

	計
	264
	251
	279



手数料収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）
	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度
	備　　考

	狩猟免許　　　　　
	
641件
2,599,700
	
1,863件
6,270,300
	
855件
3,347,800
	更新者＠2,900
初心者＠5,200
その他＠3,900

	狩猟免状再交付
	14件
14,000
	20件
20,000
	26件
26,000
	免状＠1,000

	狩猟者登録　　　　
	901件
1,621,800
	899件
1,618,200
	868件
1,562,400
	＠1,800

	狩猟者登録証等再交付
	0件
0
	1件
1,100
	1件
1,000
	登録証＠1,100
記　章＠1,000

	鳥獣飼養登録票交付
	1件
―
	0件
―
	0件
―
	

	計
	1,556件
4,235,500
	2,783件
7,909,600
	1,750件
4,937,200
	



（2） 鳥獣保護取締り
狩猟事故の防止と鳥獣の違法捕獲等の監視のため、府警察本部等の協力を得るとともに、司
法警察員、鳥獣保護員により、随時パトロールを実施した。

警察からの依頼による野鳥の鑑定件数等
	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	件数
	 6
	 7
	3

	羽数
	48
	131
	17




３　外来生物対策について
（単位：千円）
	年　　度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２６
	予　算　額
	0
	0
	0
	929
	929

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	395
	395

	２７
	予　算　額
	0
	0
	0
	769
	769

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	451
	451

	２８
	予　算　額
	0
	0
	0
	642
	642

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	418
	418


　根拠法令等：特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律

（1） アライグマ被害対策事業
特定外来生物に指定されているアライグマの生息分布が拡大し農作物食害や家屋侵入による生活環境被害が深刻となっている。このため、平成28年3月に策定した第3期大阪府アライグマ防除実施計画に基づき、捕獲・安楽死措置等のアライグマ防除を実施した。
※第３期大阪府アライグマ防除実施計画（平成28年４月１日～平成32年３月31日）

（2） その他の外来生物対策
府域に定着している外来生物（主に獣類、鳥類）について、生息分布拡大前の対策に資するため、種類・分布状況・被害状況等のデータ収集を行った。
また、ヌートリアについて、安楽死措置の支援等を行った。

４　有害鳥獣捕獲者育成事業について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年　　度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２８
	予　算　額
	0
	0
	0
	1,000  
	1,000

	
	うち予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	0
	0

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	1,000
	1,000


　根拠法令等：鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律

　　狩猟者の育成
　　　シカ・イノシシなどの捕獲（有害鳥獣捕獲）を行う狩猟者の高齢化が進んでいることから、公益社団法人大阪府猟友会が実施する有害鳥獣捕獲者育成の取組みに対して支援を実施し、担い手確保に努めた。
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